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Law interpretation theory about  
the pacifism of constitution Article 9 







The pacifism of constitution Article 9 is a constitutional fundamental principle, but the interpretation is 
competed for intensely. In addition, it is expected in future that constitution Article 9 is revised. Particularly, the 
biggest focus about the interpretation of constitution Article 9 is whether the right to collective self-defense 
should be accepted. Therefore, in this article, I survey the interpretation of constitution Article 9 and consider 
whether we should accept the right to collective self-defense legally. Because I think that the right to collective 




1. はじめに ～ 改憲論の高まり  
 
日本国憲法は、前文および 9 条においていわゆる平和主義の立場に立っている。言うまでもなく、
平和主義は、国民主権（前文・1 条）、基本的人権の尊重（11 条・97 条）とならび憲法の三大原則と
されている。戦後長い間、この平和主義をいかに法解釈するべきかについては、様ざまな議論がなさ
れてきた。また、時代状況や国民意識の変化を反映して、実際の運用も大きく変化して今日に至って
いる。その最たるものが、1950（昭和 25）年の警察予備隊の創設、それを発展させた 1954（昭和 29）







































































































































































































で世界第 1位あり、第 2位の中国・1660億ドル（約 16兆円）や第 3位のロシア・907億ドル（約 8.9
兆円）を大きく引き離している（日本は第 4位のイギリスとほぼ同額の 600億ドル［5.9兆円］で第 5
位）。また、アメリカ合衆国中央情報局（CIA）が発行した年次刊行書『ザ・ワールド・ファクトブッ
ク（The World Fact book）』によれば、2012年のアメリカの国家予算における歳出額は 3兆 6490億ド

















































































































































理由に少なくとも約 10 年に 1 度ずつは戦争や武力行使をしている（１３）。しかし、戦争の真の理由は
決して自由と正義ではなく、石油利権等の国益である。北朝鮮の人民がいくら自由と正義を奪われて
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（２）9条に関する判例には、砂川事件（最判 1959［昭和 34］年 12月 16日）や長沼事件（最判 1982
［昭和 57年 9月 9日）等があるが、いずれも統治行為論（高度の政治性を有する国家行為は、法的判
断が不可能ではないとしても、司法審査の対象とはしないという理論）の考え方を踏まえ、明確な司
法判断を示していない。このような裁判所の消極的な態度は、行き過ぎた司法消極主義であるとして、





























28 藤井 正希 
のである。平和的生存権を人権と認めることができれば、自衛隊イラク派兵差止訴訟等においても強
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